
P29 

[4市人口割合の推計] ※平成 22 (2010)年の総人口を 100としたときの総人口の指数
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※出典 :f日本の地域別将来推計人口(平成25 (2013)年3月推計)J (国立社会保障・人口問題研究所 H25.3.27公表)

を基に未来づくり推進局が作成
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[資料3J人目減少ω影響予測

<暮らしや産業など各分野への影響について>

人口の減少、少子化、高齢化を要因として現れる影響について、既に顕在化しているもの主、対策

を打たないまま将来を迎えた場合に顕在化する可能性があるものを挙げると、次のものが考えられま

す。

0暮弓し・環境・地域社会

既に顕在化している影響 将来顕在化する可能性がある影響

-核家族化や共働き世帯の増加により家族の支え合い -人間関係が希薄化し(特に集合住宅)、日常的な見

の機能が低下。 守りや支え合い等の共助の取組みが困難。

-日用品等が購入できる腐舗や医療機関が撤退、路線 -無居住地区が発生し;地域の保全が困難。

パス等日常生活に密接な公共交通手段が縮小。 -中山間地域の農林地の荒廃により河川下流域て、の

-自治会等の担い手が不足し活動が困難。 水害が増加。

-地域の祭りや運動会などの行事や惣事、除雪等の実 -利用者の減少による鉄道、航空路線等の縮小。

施が困難。 -世帯数の減少による住宅需要の減少。

-地域防災力が低下し、災害時の対応が困難。 -高度成長期に整備され老朽化するインフラの増加。

-所有者不明の土地、空き家や空き底舗が発生。 -税収の減少や建設技術者の高齢化によりインフラ

-農林地の荒廃が進み、有害鳥獣被害が増加。 の維持管理レベルの低下。

-大都市圏へ人口が流出。

-高齢者を対象にした犯罪の増加。

0産業と働く環境

既に顕在化している影響 将来顕在化する可能性がある影響

-企業が求める高度な専門的人材、技術的人材が不足。 -労働力人口に占める若者の割合が減少。

-中小企業の後継者が不足。 -圏内市場の縮小。

-健康寿命延伸産業や医療、福祉関連産業の拡大。 -子ども向け市場の縮小、高齢者向け市場の拡大。

'一次産業の担い手の高齢化と減少。

-耕作放棄地等の増加。

。医療・福祉

既に顕在化している影響 将来顕在化する可能性がある影響

-長寿命化が進展。 -医療需要及び医療資源ともに減少。

-独居高齢者世帯の増加、老老介護の増加。 -献血可能な若者の減少による血液の確保が困難。

-介護が必要な高齢者の増加。

-社会保障費(医療・介護)が増加し、生産年齢人口へ

の負担が増加。

-元気な高齢者が増加。

-医療資源の都市部への偏在。
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0子育τ・教育

既に顕在化している影響 将来顕在化する可能性がある影響

-保育所や学校の統廃合、再編の増加、子育てサーピ、 -学校等の統廃合が進み、遠距離通学者が増加。

スの縮小。 -学習や部活動等の集団活動の在り方が変化。

-相談相手がなく、子育てに悩む保護者の増加。 -経営が困難になる私立学校の発生。

-異年齢の子ども同士の交流の機会が減少。

-少人数を活かしたきめ細かな教育が可能。

-未利用の学校等の施設が増加。

また、将来を考えるうえで、人口減少に起因しないが特に留意しておく必要がある事象として次のもの

があります。

-晩婚化による高齢出産の増加、出生数の減少。

・非婚化による単独世帯の増加、出生数の減少0

・ニートや引きこもり等の増加。

・年金支給開始年齢の引き上げに伴う高齢期の就業環境の変化ロ

-グローバル化の進展により、企業の海外展開や外国人の流入が拡大。

-産業構造が変化するとともに、終身雇用と正社員雇用の就労モデJレが崩れる 0

・短時間正社員、テレワーク、コワーキングなど働き方が多様化。

-地球温暖化の進展による自然環境の変化。

・再生可能エネルギーの活用拡大など多様なエネルギー資源の利用が進展。

・ごみ発電、ごみの燃料化、ごみ由来燃料の利用が進展。

-情報通信技術の発達による新たなサービス展開。

・ロボット技術の発達により介護の在り方が変化。 等々

¥ 

-39-



P32 
[資料4]鳥取県白喜局しとポ手〉シャIL

1 .鳥取県の暮らし

【ゆとりある生活】
コンパクトな県土に豊かな自然を擁する鳥取県は、「スローライフ」を実践できる環境にあります。

海や山でスポーツを楽しんだり癒しを得られるほか、図書館数も多〈、お金をかけなくても余暇を

存分に愉しめます。運動園通学時聞は全国トップクラスの短さで、家族のだんらんなどのくつろい

だ時間を過ごす時聞が多く、物価も比較的低く、余裕のある住宅に3世代家族がゆったり暮らせる

環境です。

[関連指標]
指標名 全国順位 鳥取県の数値

( )全国'

通勤・通学に係る時間(土日を含む週平均の一日当たり) 4位 53分

※ iH 2 3年社会生活基本調査」総務省 (72分)

休養・くつろぎに係る時間(土日を含む週平均の一日当たり) 1 O{立 2時間 19分

※ iH 2 3年社会生活基本調査』総務省 (2時間 15分)

図書館数(人口 10万人当たり) 5{立 4. 7 1錯

※「社会教育調査」文部科学省、 f人口推計年報J総務省 (2. 48館)

消費者物価地域差指数 2011年 1 1位 98， 1 

※ iH 2 3年消費者物価地域差指数」総務省 ※全国=100

住宅地平均価格(1m当たり) 41位 22，900円

※ iH 2 4年都道府県地価調査J国土交通省 k (51，200円)

持ち家延べ面積(1世帯当たり) 1 O{立 1 52. 1凶

※ iH 2 0年住宅・土地統計詔査j総務省 (121.7m) 

【子育て環境】
鳥取県は小児科医が多く、保育所収容定員比率が高いこと、三世代同居率が高いこと、地域子

育て支援センターが全市町村に設置されていることなどから、子育てのサポートを受け予すい環

境にあり、その結果が女性の就業率の高さにも表れていると言えます。

また、鳥取県は平成 14年度以降、小中学校の少;人数学級を実施しており、きめ細かな教育を

行う体制を整えています。

平成23年度に県内で出産した人 (94，3人)を対象に、鳥取県が調査した結果、「鳥取県は子

育てしやすい環境だと思うかjの聞いに対して、約半数が「はい』と回答し、「いいえ」の回答は

1割です。「はい」と回答した人の主な理由としでは、「自然が豊か」が圧倒的に高く、準じて「保

育所に預けられるjr子育て支援センターが充実』等となっています。なお、「いいえ」と回答し、

た主な理由は、「育休・産休等が取れない職場環境」となっています。

出典 「鳥取県における少子化対策に係るアンケート調査」
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問 :鳥取県は子育てしやすい環境だと思うか
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 [関連指標]

指標名 全国順位 鳥取県の数値

( )全国

合計特殊出生率 9位 1. 5 7 

※「日24年鳥取県人口動態統計月報(概数)の概況」鳥取県 (1.41) 

年度当初の保育所待機児童数(H25年4月 1日現在) 1位 0人

(58 1人)

保育所収容定員比率(0-4歳入口当たり保育所収容定員数) 3位 68. 4%  

※「福祉行政報告例2010年J厚生労働省、 「住民基本台帳2010年J総務省 (28. 4%) 

小児科医(15歳未満人口 10万人当たり) 1位 1 43. 7人
、

(94. 4人)※ rH 22年医師 ・歯科医師 ・薬剤師調査J厚生労働省

=世代同居率(一般世帯数に対して) 8位 14. 8%  

※ rH 22年国勢調査J総務省 (7. 1 %) 

女性就業率(女性就業者数-7-15歳以上女性人口) 6位 5 O. 1 % 

※ rH 22年国勢調査J総務省 (47. 1 %) 

教員 1当たり児童・生徒数(小学校・中学校・高等学校) (小)5位 (小)12.37人

※ rH24年学校基本調査」文部科学省 (中)4位 (1 6. 1 6人)

(高)5位 (中)1 1. 04人

(1 4. 00人)

(高)1 1. 5 8人

(14.15人)
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【安心・安全】
鳥取県の医師数は、鳥取大学医学部がある西部への偏在はあるものの、県全体と してば全国上位

の水準です。看護師、准看護師も、人口 10万人当たりの人数が全国に比較して多いです。コンパ

クトな県土を東部・中部・西部の3地区に二次保健医療圏を設定し、県東部保健医療圏では、県立

中央病院と鳥取赤十字病院が機能・役割分担を進め、県立中央病院を県東部の中核病院として脳卒

中センタ一等の新設など医療の高度化を図っているほか、他県との連携によるドクターへりや医師

搭乗型防災ヘリの運航により救急搬送時間の短縮が図られており、安心の医療体制を整えています。

【関連指標】

指標名 全国

順位 ( )全国

医師数(人口1万人当たり) 8位 26. 59人

※ fH22年医師 ・歯科医師・薬剤師調査j厚生労働省、 fH22年国勢鯛査j総務省 (21.90人)

看護師・准看護師数(人口 1万人当たり) 1 4位 85. 5人

※ rH23年病院報告J厚生労働省、 fH23年人口推計年報」総務省 (67. 2人)

病院 ・一般診療所数(人口10万人当たり) 1 3位 96. 1施設

※ fH23年医療施設調査j厚生労働省 ・fH23年人口推計年報J総務省 (84. '6施設)

平成 19年から 23年までの刑法犯認知・検挙件数及び検挙人員はいずれも減少傾向、交通事故

の発生件数及び死傷者数も同様に年々減少し、全国トップクラスの数値となっており、安全な暮ら ・

‘しが図られています。

|刑法犯認知 ・検挙件数及び検挙人員の推移 |
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【関連指標】

交通事故の発生件数と死傷者数の推移

(件) I巴 コ 死傷故 ー← 件数 I (人)
4.500 4.500 

4.000ト一一一-.--.---...一一一一一一一一一一一一一一一一14.000

3.500ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一-13，500

3.000~--n一一一一一一一一一一一一一一一一~ 3.000 

20 21 22 23 

資料県雲謀本部 f3毎週事故発生羽況j

指標名 全国 鳥取県の数値

順位 ( )全国

交通事故死傷者数(人口 1万人当たり) 4位 35. 9人

※ fH23年中の交通事故発生状況J警察庁、 fH23年人口推計年報J総務省 (67. 2人)I 

刑法犯検挙率 1 4位 42. 6 %  

※ rH 23年犯罪統計書」 鳥取県警本部 (3 1. 2 %) 
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2.鳥取県のポテンシャル

項目 内容

「食のみやこ鳥取県J10農産物・水産物・食品加工技術等

を形成する豊かな農 1 .全国トップクラスの生産量・漁獲量。

林水産業 l らっきょう:全圏第2位 (2010年)

すいか:全国第2位(2011年)

日本梨:全国第4位 (2012年)

ねぎ全国第8位 (20日年)

l ブロッコリー:全国第 11位 (2011年)

ずわいがに全圏第2位 (2011年)

ぶり類:全国第:.2位(20日年)

※農林水産省調査、海面漁業生産統計調査

・鳥取県産「きぬむすめ」がヨメの食味ランキング旧本穀物検定協会実

施)但25年度産)で最高評価の特Aを取得している。

・脂肪酸の中のオレイン酸含有量が 55%以上などの基準を満たす和牛を

「鳥取和牛オレイン55Jに認定。取扱量が増加している。

・鳥取県発祥の「氷温技術」は全国で600種類以上の食品開発に活用。

-カこなどから抽出される天然素材のキチン・キトサンの保湿性や抗菌性

を活かす商品が開発される(抽出技術は鳥取大学などが開発)。

-鳥取県西部を中心に食品加工企業が集積しており、食品開発支援を強化

するため、鳥取県産業技術センターに食品開発研究所の整備を実施する。

.ミネラルウォーター生産量か全国第3位。

※H23年日本ミネラルウォーター協会調査

-鳥取県・岡山県共同アシテナシiヨツプ(新橋センタープレイス内)の設置。

O林業

-鳥取県の森林率は 74%(全国 68. 5 %)で、戦後造成した人工林が利

用期を迎えており、森林資源は潤沢にある。

※林野庁ホームベージより(平成24年度森林・林業白書ほか)

・スギ間伐材等を利用したLVL(単板積層材)、 CLT(直交集成板)、木

質バイオマスなど、県産材利用の新たな動きがある。

・日本で唯一のきのこ総合研究機関である r(財)日本きのこセンターJ(鳥

取市)の技術カを活かした薬用きのこの栽培技術開発を進めている。

0海外展開

・アジア地域を中心に農林水産物の輸出強化を図る。

・二十世紀梨を中心に台湾、香港、アメリカ等、富有柿をタイ、すいか、

メロン、梨、柿、野菜類をロシアへ輸出。自25年度県内農業団体の実績i

産業の成長を推進す 10医療機器・創薬産業

る資源や支援拠点 l ※医療機器産業の世界市場は 2，456億ドル(2010年)であり、 2015年には

3， 109億ドルに拡大する見込み。医薬品の背化市場は 1999年から 12年間
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魅力ある観光資源

で2.8倍に成長し、高齢化の進展により今後も成長が見込まれる。

※H2i~27 年のBPO(t":'キネス7' ロセJ.71J 卜 Y→ '!n 市場の年平均成長率は 3%で

推移し、 H27年には3兆3，439億円に達すると見込まれる。

・烏敢大学医学部付属病院の次世代高度医療推進センターと連携した医療

機器の開発を進め、県内企業の医療機器市場への参入を目指している。

-鳥取大学染色体工学研究センターが有する染色体工学技術を活用した創

薬ビジネスの事業化を進めている。

・鳥取大学医学部付属病院に内視鏡手術ロボット「ダヴインチSi Jを導

入し先進医療を提供している。

0海外展開

・H22年2月に企業のロシア展開を支援する「鳥取県ウラジオストクビジネ

スサポートセンターJ(ロシアウラジオストク市)を設置。

I . ASEAN地域(インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナ

ム)の成長率は、今後 4~7括で推移すると予測。 H25 年 11 月に企業のAS

EAN展開を支援する「東南アジアビューローJ(タイバンコク)を設置0

・境港のコンテナ取扱量(2013年)は2万 3，39STEU(対前年 1289ので過去最高

を記録。(相手国:中園、韓国、タイ、ア:メリカ、フィリピン)

※増加する観光誘客

・年間観流入込客数:9，823千人人白21年)斗11，459干人(H24年)

.外国人宿泊観光客数・ 14，020人(H21年)司32，280人(H24年)

0国立公園 E 固定公園

-大山隠岐国立公園(811指定・中園地方最高峰の大山、西日本最大級のプナ林、

大山・三徳山の山岳信{ゆ

・山陰海岸国立公園(838指定世界ジオパークネットワークに加盟する山陰海

岸ジオパーク)

・比婆道後帝釈国定公園ω38指定)、氷メ山後山那岐山国定公園(844指定)

O海外からも参加するスポ"7""'y.大会

・全日本トライアスロシ皆生大会〈台湾、オーストラロア、 ドイツ、韓国

等から参加)、ツール・ド・大山(韓国から参加)、 SUN-IN未来ワオ

ーク(韓国から参加〕

0歴史ある名湯

l ・開湯1300年の岩井温泉、「日本の渚百選」弓ヶ浜の皆生温泉、ラドン

含有量世界ーの三朝温泉

0歴史・文化・芸術

・古事記の故郷、大規模な弥生遺跡、たたら製鉄、白壁土蔵群、豊墨絵群

|・童謡唱歌のふるさと(岡野貞一、田村虎蔵)、植田正治写真美術館

-因州和紙、伯州綿、民芸運動家吉田嘩也の鳥取民芸と陶磁器

0まんが王国とっとり

・水木しげるロ}ド、青山剛昌ふるさと館、，谷口ジロ}
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地理的優位性 0都市部と農山村が近接するコンパクトな県土(車で寸時間程度の距離)

O北東アジアに近接し国際定期路線等が充実

・日本とロシアを結ぶ唯一のフェリー航路「環日本海定期貨客船」の運航。

・国際クルーズ客船の寄港増加。 (2013年目 17回寄港、乗客数 l万人超)

・米子ソウル国際定期便、国際チャータャ便の運航。

・米子鬼太郎空港にスカイマークが就航 (H25 年 12 月~)

・鳥取空港~羽田空港が 5便化 (H26 年 3 月~)

0高速道路網の充実

・鳥取自動車道全通(H25年 3月)や山陰近畿自動車道の整備促進により関西

との距離が更に短くなるとともに、山陰道の連結促進により、高速道路ネ

ットワークが充実b

支え合いの精神に溢 10ボランティア活動の行動者率 全圏第4位 33. 9% 

れた優れたコミュニ|※H23年社会生活基本調査

ティ 10男女平等度ランキング全国第 1位

豊かな人財

少ない災害リスク

※H22年東北大学公表

※子育て、女性の教育、男女人口、女性の労働参加、女性の給与、女性の政治

参加の6指標で評価。

0世界的に評価されるクリヱイターを輩出

・水木しげる(水木しげるロード)、'青山剛昌(名探偵コナン)、谷口ジロー(フ

| ランス文化勲章受章j

。輝く鳥取の先人たち

-津田廉三(1888~197ω- 日本初の国連大使

.岸本辰雄(1851~1912) :明治大学を開校

・岡野貞一(1878~1941) ・作曲家「ふるさと J r春が来た」

・尾崎翠(1896~1971) :文学作家「第七官界初復」

-糸賀一夫(1914~1968) :障がい者福祉の父

0今後 30年間の地震発生リスク(震度6弱以上) わずか 4%'

(鳥取 4，1%、大阪 62.8%、名古屋46.4%、東京 23.2%)

※「地震動予測地図J201 2年版地震調査研究推進本部 地震調査委員会

-45-

P37 



P38 
住もう好きです鳥取未来会議委員名簿

氏 名 所 属

あつみ なお古 株式会社東レ経営研究所
渥美 由喜 ダイバーシティ&ワークライフバランス研究部長

岩いわ世せ
れい 鳥取短期大学大学問教育連携推進室ソーシャルフ一一ングプロジェクト
麗 ソーシャルラーニング-コーディネーター

うえだ りえこ

上田 理恵子 株式会社マザーネット代表取締役社長

さかもと ま乙と

全国町村会総務部調査室長坂本 誠
すずき えり こ

国士舘大学大学院人文科学研究科准教授鈴木 江理子
たなか きみな町

田中 仁成 株式会社新日本海新聞社執行役員編集制作局長

たにもと けいし

谷本 zヰzエュτ， EZt A 
鳥取大学大学院工学研究科教授

忙しむら のりこ

西村 教子 鳥取環境大学准教授

まったに あさひこ

松谷 明彦 政策研究大学院大学名誉教授 【座長】
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資料3

3. r人口・活力対策戦略(仮称)J (案)に関連する

主砂平成26年度事業につい乞

目 47-



「人口・活力対策戟略(仮称)J (案)に関連坊る主帯平成26年度事業についτ
未来づくり推進局企画課

「住もう好きです鳥取未来会議Jが提言する予定の「人口・活力対策戦略(仮称)J(案){こ掲げる対策の方向性に沿った平成26年度
当初予算要求事業のうち、主な事業を記載したものです。

【戦略 11 人口減少に歯止めをかける方策

I，) r書岩がや吋~f，I~~が婁現できる皇陵農 lづ<lII.ごよ~J若者暗号増加

7')県外・海外需専を取'1込む商圏拡大にd:'1企業等に自制する雇用創出 (単位千円)

事業者 事業の概要 当H初25予年算度額当H初26予年算度額 担当所属名 備考

①農林水産業の活力増進

「童のみやこ鳥取県J輸出促 古湾強化‘香や港海、外タでイのなどのアジア地販境売を促中進心等l二へ、の輸宝出援支を援行体う制. 26，190 
市場開拓局販路拡大輸出促進

進支援事業 の強 市場調査、 課

支とっ援と事り業発!6~産業化総合 農商携取林品にり組置漁開むす業尭6る者等次加に自産工取ら業業がり化組者、や加む等、工農田農商施製林工設造漁連整、業流携備と通を等商進を業販め吉・売工るめまた業てでめ等支を、が援主農連す体商接る的工。しに連て 86，444 63，124 市場開拓局童のみやこ推進課

CLT製品目関尭・販路開拓.内装材等の商品開尭を主援す

鳥ジェ取ク発トC事L業T等生産支援プロ る。
4，310 農林水産部県崖材・林産振興課

※CLTひき板を繊維方向が直交するように積層接着した重
厚なパネル。

②成長産業の戦略的推進

県内主要製造業再生支援事 本製たのした事造県開支業拓主業援者要なでをど、に製実本グ対造施県ロし業すをーて田拠るパ、再研。点ル生究とにをし開展図て発開る、、す先た人る進め材再的、育雇生技成用プ術、ロ規を設グ模活備ラ5用投ム0し資人を、等量以新一上定市貫回し場 17，700 簡工労働部雇用人材総室
業

鳥取フードパレ一戦略事業 産E醐軸で話相裂公F師を配担Jり一を瓦進2問曲町2怠一ー一号シァTム2一を一1醐高L揚時一倉時鯨軸諸冊吋制島こt 101，705 100，685 童市販の場路み開拡や拓大こ局輸推出進促課進課

ロシアビジネスサポート体制 シネ鳥アー取にジ県進ャウー出ラをジす理オる置ス県しト内ク、企ビビ業ジジをネネ支スス援のサす掘ポーるり起。トロセしシー等アタをビー行ジをうネ設。ス置専し、 ロ
強化事業

門マ 26，200 26，071 商工労働部経済産業総室

③最先端の夢ある産業の創造

アウムェア戦ラ略ブ事ル業技術コンソーシ 新催産ル学たデすなバる宮市。イにス場よ』るへをコのメン参イソン入ーテ可シ能アマ性ムとををじ検設たセ討置ミすしナ、るー県た形内め企式、の業『勉のウ強ェ活ア会用ラを及フ開び 1，720 商工労働部経済産業総室

④"国際リゾートとっとり"の確立による観光産業の振興

ス(rポ誘ー客ツ戦ツ略ーJ)リズム推進事業

、抽

エた打プ事コめちツ業の出ーエ等しリ、リにズ特アよムにとりし韓国海て際国外の大・か台鳥会ら湾取のの市県観開場を光催を『スを害中契ポ誘心ー機致にツにに旅り、取行ゾスりー社ポ組トとむ鳥のツ。取タをイJ楽とアししッむて 10，750 文化観光スポーツ局観光戦略課

世際界観に光聞推か進れ事た業“とっとり"国 た対事めく応の、ス観外タ光国ッフ施人の観設設光の置客多等言がを語訪行れ也弘へる国由際支リ援ゾ、ート地として発展する交通拠点への外国語 38，067 43，056 文化観光スポーツ局観光戦略課

⑤交流の基盤となる陸・海・空の道の整備による交流人口、物流の増加

国際航空便就航促進事業 ア香白はー港空旅造港行台成を会湾経利社用費ヲにイにし対等た対す国かしる際宣ら着の寵チ陵国ャす料際る、タ。チ空ーャ港便ー施をタ設ー催使便行用すの料る誘並航致び空やに会、、本社ツ県又 35，790 46，840 地域振興光部スポ交ー通ツ政局策1課文化観 観光戦略課

⑥成長産業や地域資源を活用する企業等の立地促進

県外新し、企増雇設業用をの機積鳥会極取を的県増にへや支のす援企。す業る立こ地とをに図よるりとともにで、の県投内資企を業促企業立地事業補助金 町 、県向 2，504，698 2，738，694 商工労働部立地戦略課
進、す.
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イ)雇周創出に応じ記入材育成を推進 (単位:干円)

事業名 事業の概要 当H初25予年算度額 当H初26予年算度額 担当所属名 備考

鳥ロジ取ェ県ク戦ト事略産業業雇用創造プ 最開総を合先視端的野な田産!技こλ業荷れ人をた有材ゲすのロる育ーイ成パノ・ベ強ルー化型シを製ョ図造ンる人型。材製の造育人材成をと海桂外とし展、 711，960 商工労働部雇用人材総室

認定看護師葺成研構事業 看水し、準護県のの内専高田門い看看分護護野現実に場お践にいがおてでiナ、きる熟る置練認のし定た向看看上護護を師図技をる術積。と極知的識にを葺持成ち、 8，480 8.480 福祉保健部医療政策課

ウ).起業壱する砂勾鳥取県"起業・創業老支援 (単位千円)

事業名 事業の概要 当H初25予年算度額 当H初26予年草産額 担当所属名 備考

起事草業創業チャレンジ総合支援 鳥る・起ベビま取ジン業で発ネチ創ののスャ業問ベーブチ、ラン企企ャンチ業レ業コャ育ン白ンージ成テ状企補専ス況業助門トにに由金員応対実配じし施た置、創総な業合ど前支か援らを成行長うE軌道に乗 78.410 71.477 商工労働部経済産業総室

新規就農者総合主鑓事業 寵子宮器紙詰畿読諸態ふ暫1山雪種村fZ晶差ザ草 428，046 493.437 農林水産部経営支援課

工)鳥取県を応援する若者ω取組おへぬ支援 (単位千円)

事業名 事業の概要 当H初25予年算度額 当H初26予年算度額 担当所属名 惜考

若化者総定合住対等策事によ業る集落活性
小そ集の規落解模を吉消高むを齢図地化る域集たが落め一由、体限新と界たな化なっに移て歯住居止者住めを環を呼境かび白け込整、む備将とや来共農にに林向、そ業けの等て

33，168 52，328 地域振興部とっとり暮らし支媛課

の生活に支基援盤すのる改.善に向けた取組について市町と連接してー
体的

事「若業い鳥取県応援団J連携PR地さアれイ元デてにィい重アる量と『を若行待い動合鳥力首取、人都県脈圏応圭在媛活住団用由」がし本た、県若本出手県身な白由らP若でR者活は動等ので斬や構イ新ベ成な
1，720 1.720 総務部東京本部

ントを実施する。

{2)若者側JU~-~巻/\'"ヴ?‘，，"7.

7')'JU~ー，-;'1;己cl=る職灘高支援 (単位千円)

事業名 事業の概要 当H初25予年耳度額 当H初26予年算度額 担当所属名 冊考

ふるさと就職促進事業
Uターのン県就内職就相職談情員報目の配送置付やな大ど学に等よにり進Uタ学ーしンた就学職生をの促保進護
す者るへ。

14，778 12，941 商工卦働部雇用人材総室

看護職員等充足対策費 看接よっ護、て看学返護生還現にを場修免体学除験賞す研金る悼を制の宜度開しや付催、，1田ナ病、支院一援向定等保期を育間行所県うの向.運で営の費就由業主に 566，624 604，931 福祉保健部医療政策課

イ)lJUぬまっ力，'，寸づくりと安λ体制を克実 (単位千円)

事業者 事業の概要 当H初25予年算度額
H26年度

担当所属名 備考当初予算額

移住20凹人達成事業 車郡一平曲工主湯年京齢一治協叫石会器周躍加禁整融担Y問調F4KH叫2品畳ZλE措面目縁広拍置白J 43，720 65，788 地域振興部とっともJ暮らし支援課

鳥取県移住定住推進交付金 市本町村が取佳り組定む住移の住促定進住をに図係るる事業を支援する=とで、
県への移 46，333 71，710 地域振興部とっとり暮らし支援課
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(宝1r手書て宣困乞っ芭川，(;)京婁Iこよる手菅て世代均定着

7')結指、妊娠、出産老支援 (単位千円)

事業名 事業の概要 H25予年算度額 H26年度
担当所属名 備考

当初 当初予算額

健やかな妊娠・出産等応援事 子る妊出。前娠育て講a出に座産希や等望2に0が~闘持3すて0るる揖Eよ代しうをいに対知す車識るにたのしめ理た、解セ中等ミ高ナを生ー通を等じ対て音車、開結と催婚しすた 4，851 5，602 福祉保健部子育て応援課
業

とっとり婚活応援プロジェクト ナ結コるベーーよン婚デうトのを、白ィ望開「ネ開とむ催っ催方等とタ費が、りの出婚早由助会活期設成いサに置、かポ自、事らー独ら業空のタ身所際ー望者間まJむ向由ので形けイをイでコベ総ベミ成ンン合ュ婚トトニ的情へ田ケに報仲とー支田つ介シ援な発をョすげ信ン行るらセ、う。れイミ 740 6，538 福祉保健部子育て応援課
事業

不妊治療費等支援事業 専不治妊療門相に(体悩訟外むセ畳夫ン精タ婦ー等顕を由微運経授営済精す負)る!こ担。対のし軽て減助を成行すうるたとめと、も特に定、不不妊妊 135，789 183，626 福祉保健部子育て応援課

イ)企業等と連携し1e仕事と子育t:Gl両立{ワーヴ弓イヲ1<弓〉ス)を支据 (単位千円)

事業名
、

事業の概要 当H初25予年草度額 H26予年算度額 担当所属名 備考
当初

主男性白子育てしやすい企業
援斐励金

者記に対親に対しのてし育提て児育励書児金加参を・支育加給児体す休暇る業及。取び得育車児田向上を図得るさせためた事、労業働主体業苦取 4，500 福祉保健部子育て応援謀

とっとり女性力活用パッケー ミ性のワナー従ローヲ業回ラル員イ開モ対フ催デ車バ、ルのラ男のンセ女育スミ共ナ成の同等推参・進を取画行を組推図う向進。る上認たの定めた企、め経業の宮白後者取押へ組しの発、ト信男ッ・性プ女セ 881 5，024 
地域振興部男女共同参画推進

ジ事業 課

ウ)安心しτ子育τがをさる環境を整備 (単位千円)

事業名 事業の概要 当H初25予年算度額当H初26予年算度額 担当所属名 備考

①保育環境の充実

業保保育育(低土所年特に齢対別児す配等る置呈総事入合業保主)育握所事聾罷欝詰EZ2L160，359 168，984 福祉保健部子育て応援課

病(保児育・病対後策児等保促進書事事業業)
惇る業合施護、)保設者育にの所対勤、し務病て等院運に等営よに置りおを病い助気て成回病す際気る自の.宅(児国で童庫保を補育一助を時行及的えびにな単保い県育場事す 66，483 66，118 福祉保健部子育て応援課

放課後児童クラブ設置坦進 放体加面げ助算課で眼支成制佳開援を度児設行措童を、障う新置クとがラ設をとブい拡[も拡の児充に充量畳す()1とし入年るて置これ間助のと限、成と確資切しす格保、、るにを運整.持向宮備っけ費費たてにに指ハつ対導ーいす員ドてる&に単はソ対県、フ長す嵩トる期両上 352，732 520，344 福祉保健部子育て応援課
事業

" 

森嘗費田助ょう成ちモえデんル等事に業対する運 モつ自デい然ルての、事フ新ィ業しへいルの認ド運を証営活制費用度助し(高て成野取と効外型果)(圏の研外創究)設を保を実育検施等討すをする行る。うた事め業、に 24，861 福祉保健部子育て応援謀

②育児負担の軽減

子幸育子世て支帯援保事育業所保育料軽減 c草にb対子3子し北以て対助降策成由とす児してる童。幸の子保世育帝料(を子1ど/も3が以3下人に以軽上減いするる世市帯町)の村 319，985 320，170 福祉惇健部子育て応援課

償中化山間等地モデ域ル市事町業村保育料無 中山間地域田市そ町れ村ににおいて経、費樺の育一料部等を田助無成償す化る(軽滅)
を行う場合に、 要する 。 43，300 福祉課健部子育て応援課
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:I)子育τ世代I二?ピーILする紋育環境ø完~ (単位:干円)

事業名 事業の概要 当H初25予年算度額当H初26予年草度額 担当所属名 備考

①特徴晶る学校づ〈り

小中学校全学年での少人数 小中学校白金学年で円の増t化b人、基数本字的級生を活実習施慣し、の児定童着生、徒由学
教育雷員会小中学校課校生活への対応由 良好な

学級由実施
人間関係田構築、基礎学力の定着化等を図るE

公立大学法人鳥取環境大宇
鳥能取を整環え境、大高学等に教運育堂機費関を・交研付究し機、関公と立し大て学学に生ふ、企さわ業し、地い機域

466，857 489，201 地域振興部教育・学術振興課
運吉費交付金 から高いも評に価、を県骨外るかこらとのに進よ学り、県向高校生の進学先を確保

するとと の呈け皿となる。

②地域で子どもを育てる体制づくり

地域で育む学校支援ポラン
へ小量の支のし・中、き援生学め活活校細動支由や苦媛実か行や態ない学に指、応習学導支校じやて援と安、地、全地環域安域境が心住整協な民備働学等、し校安のな生ボ全が，ラパ舌らンを、トテ児実ロィー童現アル生すをな徒る配どー 27，030 27，015 教育霊員会小中学校課

ティア事業

外部人財活用事業
地術一域般や社普の教社会会と科連人に携関やしす文たる学高専教等門員学分在校野、教各の育教優を科れ推のた進一知す部識るの・た技領め能域、をを先有教端す授技る

6，984 6，895 教育垂員会高等学校課

する講師として招聴する。

凶墜里主1 人目減でも掃続的で活力ある地域づくり

、

{')~μ.(0祉会Iご適応宣言る祉会シ叉子hヘ，~イ/パーショシ

1')地域ぬ自立性・持続性老強化 (単位千円)

事業名 事業の概要 当H初25予年草度額当H初26予年算度額 担当所属名 輔考

①地域資源を活かした循環型地械経済玖ステムの構築

県産品目紹介・.，1用推進による消費拡大・販路拡大を図る

とっとり県産品PR事業
た品、とっとり県産品利用促進協議会を段置し、県産品畳録

1，054 1，054 市場開拓局童のみやこ推進課
制度「鳥取物がたりJ(H25.12-)を創設し‘消費者にPRす
る.

とっとりジピ[いエな利lま用の埋ジ進ピ総ヱ合陪 角県民への向ジ臓ピ及ヱび向肉田田普部及位・啓の発置並源び価に値活の用iJl田進んでいない
10，629 

地域振興部東部振興監軍部振
対策事業 開 、皮、 調査研究により「ま 4，095 興課
発普及事業) るごと一頭有効活用」を図る。

これからニ斗ーツーリズムに取り組む、あるいは新しい観光

メニュー(体ラム験な型どプ)のロヴ造ラ成ムや、ガ地イ域ド白育文成化に遺取産を活もうかとしすたる観E 
l 光プロゲラ 造成 取り組うる団

とっとりスタイルヱコツーリズ 体※へ「ヱのユ補ー助ツ等ーをリズ行ムう.」従来由物見遊山的な旅行ではなく、 15，000 18，000 文化観光スポーツ局観光戦略謀ム推進事業(r圏内読書J)
テーマ性があり、人や自然との触れ晶いを重要視した旅行
のこと。
※「エコツーリズムJ地域の自然環境や文化・歴史などに触
れることを自的とした旅行のこと。

木質バイオマスエネルギ一利 木賞バイオマス尭電施殴等の整備且び木質バイオマスを地
2，800，000 554，500 農林水産部県産材林産振興課

用推進事業 域白熱i車として利用する取組を支援する。

②生活機能の確保

地域パス交通等体系整備支
パ活スパ事ス業路者線を及維び持市す町る村とにと対もしにて、パ市ス町運村行に費白等けをる助地域成し由て実生

465，923 481，941 地域振興部交通政軍課
援事業 情ニーズに応じた持続可能な地域の交遺体墨田構築に向

けた取組みに対して支援する。

みんなで支え古う中山間地域
中山間地域に不足する買い物支慢などのコミ斗ニティピジネ

49，460 43，407 地域振興部とっとり暮らし支援課スや、中山間地域を元軍にする取組を開始しようとする者を
づくり支援事業

市町と連携して支援する.
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③地域コミュニ子ィの活性化

移住20凹人達成事業 シ地田や域将仕ト事来回n新のの凡用掘た人版なり口起)担・」高をこい齢作し手な化成とどな等すへるるをの移可ほ支住視カ¥援者化アををすド行受るバうたけイ。め入ザれのーる「の集た派落め遣創、、集造住落居 2，240 6，908 地域振興部とっとり暮らし支援課

み支ん援な者で対支策え推愛進事P災業害時要 語謡韓襲静議f謹穏皇室捻諜iJ沼芸品町市 11，926 16，300 福祉保漣部長寿社会謀

空き軍対策支援事業 量老りす組る経朽むた費軍市め等屋町、を白空村支放きを援置富支す等田援るの実しp課態、題全調を県査抱でやえ安除、全却空安後き心由家な対利ま活策ち用にづ本のく格りたをめ的提のに進取測 10，000 10，000 生活環境部世まいまちづくり課

r 

④行政のスリム化

公共査イ地共インン域をイコフン踏計ララフま画版のラえ(ス由の仮たト策あ称止ッり定)でウ方をを把、踏な行県握まど版うやえを。国維また研土持た上究強、管です策靭理、る定化モ費。しデ地等たル域の、地計予県区画測服で(な国仮のど土称長の強〕期基由県(公版共国イ土ン強フ靭ラ)化策地定域事計業画 礎靭公調共化 11，222 県土整備部技術企画課

の公

⑤ICTや知的資源を活用した社会システムの転換

高等教育機関等支援事業
発の県知内、知田的的高基創等盤造教の力育強を機化持関とっま等た代が人田取材地りの組域育む産成学業を術を支担研援う究す「及人るび財こ技とJので術育、開本成県を

57，426 56，028 地域振興部教育・字情振興課

推進する。

イ)地域芭安心しτ住お続It巧ねる医療・介護体制を構築 (単位千円)

事業者 事業の概要 当H初25予年算度額当H初26予年算度額 担当所属名 備考

①健康寿命延伸の支援

事鳥取業県健康マイレージ支援 住た持レーめっ民てジ、や健意制企康識度業づ的目田くに全健り健県の康唐的様づづな々く普りくなりに及手に対を法取す図をりるる分組意。かむ識こりのゃと高がす揚でく伝とき実るえ健践、目康を標促マをすイ 7，429 福祉保健部健康政策課

がん対策推進事業 全か置つを国推効平進果均す的にる比に。減べ高少さ(<せ悪る〈た)推め移、総して合い的るかがっん計死画亡的率にをが早ん急対 127，867 129，840 福祉保健部健康政策課

②住民自ら主体となって支えが必要な住民をサポ トする取組みを支援

とうとり支え垂体制づ〈り事業 住る支の取援支民組相サ援に互ー等対)ビのなスし日どて{常、買助高的い成齢な物を者助支行、け援う障合。、がい交い及通者び弱、N者子P対どO策も法な、人家ど等族をに地介よ域護るで者生支へ活え 32，203 40，67自福祉保健部長寿社会課

中山間地域見守り活動支援 者動を中早を山と.期行間市う尭地町た見域村めす(及まのるち協び体な県定制かとをををの結整吉聞び備むに、す住)おでる民い事。て白業、日活高常動齢生を者活行等にっ田おて見けい守るる異り事活状業 603 603 地域振興部とっとり暮らし:支援課 r 

事業

③安心の医療・介護の体制づくり

タ鳥ー取運県営地事域業医療支援セン 把「リ鳥ア握取形回分県成地析田域.支医医援師疲、不求支足人援病情セ院報ンへタのーの尭」代信に診等お等をいの行て支う、。医援師、医不師足の状キ況ャの 7，692 23，079 福祉保健部医療政聾謀

病高々連携推進によ事る業東部医需園
度化

すし県、る立軍体中部制央医を病療構院圏築とにし鳥おて取い、赤安て十心高牢度安病な全院医なの療医連や療携専をと門提役的供串なす分医る担療。をを推提進供 76，008 971，151 福祉保健部医痕政策課

ウ)暮勾しに困ったと~Vl/(.yヴアv常者充実 (単位千円)

事業者 事業の概要
H25年度

当H初26予年算度額 担当所属名 備考当初予草額

住配斡設由置旋置宅晶る事支、し職て者援業場いの給(就開るう付ち労町拓事、村可等業住へ能を宅(助離な実を被成職施喪保すす者失護るるでし)。者あてをっにい行て対るう就者し骨労て)市、、能及就就力び労労及福支指び祉援導就事専、労就務門意労所員欲在離職者等生活困窮者支援事
58，588 111，932 福祉保健部福祉保健課

業

就労支援専門員を中部・西部福祉と)にに事対よ務りし所、て被に、就保配護労置者指し、導由就、自労崩1 可被保護者自立(就労)支援事 能な被保護事開者拓(生等活を埠実護施畳す給るこ者と) 就l立労を 7，007 7，003 福祉保健部福祉保健課
業 斡旋、職場 、 保護者自を

支援する。
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1'1高齢者自1生きがいを持っ亡活躍芭告る環境づくり (単位千円)

事業名 事業白概要 当H初25予年算度額 H26年度
当初予算額

担当所属名 備考

①高齢者の知識・経験を伝授する取組みの支援

②高齢者の社会参加・社会貢献活動の推進

シjレバー人材センター活性化 進す高る齢させシ者ルるのたパ就め一労、人を地材通域セじのたン高タ生齢ーき者のが事にい臨業の時費充・及実短び、期社運的会醤な審費仕加を事を宜告一援提層す供促
白668 8，895 未来づくり推進局高取力創造課

事業
る。

いきい】き金高齢者クラブ活動支
援補助

老や推齢若人者進ウ手が。ラ高自ブ齢立が者し行生組うき織社が化会い等貢をの献持各活ち種動安事、心加叢し入にて促対暮進しらてせ活助る動成社、健を会行鹿づいづくり、くを高り 52，593 51，467 福祉保健部長寿社会課

イ)障がい者自1社会ぬ担い手としZ活躍芭去る社会を構築 (単位千円)

事業名 事業の概要 当H初25予年算度額 H26年度
当初予算額

担当所属名 備考

①障がい者の社会参加の推進

あいサポート運動推進・連 障百行(共Eが慮う生「い事あ社の項い会あにサ〕るつ由ポない実ーして現トに運理在関動解目わ」し指をら、し県ず障、内誰が様外もい々がにのな暮推晶障ら進るがし方すいゃへるのす。の特いサ性地ポや域ー必社ト要会をな 20，272 18，411 福祉樺健部障がい福祉課
携強化事業

平成田年度に開催する「軍14回全国障がい者芸術・主化祭

鳥取県障がい者アート推進 とっとり大言へ会の」の出成演功・出に展向をけ目、そ指のして開芸催術準文備化を活行動うとにと取もりに組、
279，420 福全紐国保障健が部い者芸術・文化祭課この大会 29，754 

事業 む団体の活動支援を行うなど、障がい者アートの振興を図
る。

障がい者の情報アクセスコ 手手報に話、ア話3ク回言圏セ普語域ス及条に・例コ、聴手ミ期制宜ユ話的定障ヱをに1がケ使周開ーいい年催シ者やをしョのす記、ン拠支い念に点援環函しをのた境錐整行充整を備事実抱備すを告えをる関図る推.憧陣進あすがすわるいるせと者ほてととか、もの情、 90，191 146，855 福祉保健部障がい福祉課
ミュ=ケーション支援の取組

意見交換を定 る。

②雇用の創出と処遇改善

障がい者就労継続支援事業
訓路ドパ練・畏イをザ注畳拡けに大なよ支がる援ら棺働、共践〈陣や同が現畳い状注者分窓の析口収、由各入自主種ア置セッなプミどナををー目行の指う開しほて催か、、、ア販事

34，180 40，058 福祉保健部障がい福祉課
所工買3倍針画事業

叢所由商品在紹介するギフトカタログを制作して、ギフトピジ
ネスなどの新たな販路を開拓する。

障るたがめい、福豊祉富サと ピス事業所由農業分野への職域描大を図

農福連燐推進事業 の農作業畳垂託のマッチンたグめを行う取ほ組か支、援特 13，896 9，922 福祉保健部障がい福祉課
産品生産に係る支接など史注体制強化のた の
を行う。

ウ)女性tJl活躍でSる環境づくり (単位干円)

事業名 事業の概要 当H初25予年算度額 当H初26予年算度額 担当所属名 備考

ジとっ事と業り女性力活用パッケ 完6。議E挫舶芸正の課の韓拡ト首問両長益レ包岬帯官能時段甜挺器間刷f内E提地【醐会言胆お】轟2留2の 881 12，064 
地域振興部男女共同参画推進
課

女性の創業応援事業 女県内がにお創い業てを、考女え性るがき創っか業けしやすいセ環ミ境ナ整ー備をの 環するとして、
性 となる 開催

2，317 商工労働部雇用人材総室

J:1県民一人一人命力が地域活力を創造 (単位千円)

事業名 事業田概要 当H初25予年算度額 当H初26予年算度額 担当所属名 備考

鳥取力創造運動推進事業 展成R県寄をを内を支図各行援る地うたすで。める芽、た生「め鳥えの取た活多力動様創置な造の地ま助域つづ成り」くや由り、開活「鳥動催取の、マ力掘スJりのコ起ミ意こへ臨しの醸・発P 73，825 50，129 未来づ〈り推進局鳥取力創造課

協曲提案回連機推進事業
地適域当課な事題業解決につのいたてめ、、事「民業J計と酉「県か」がら事協業働実で施実ま施ですをる民こ間とが主

9，043 18，111 
来来づ〈り推進局

導のもと官民協働により実施するための経費を支援する。
県民課鳥取力創造課
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人口減少社会調査特別委員会

「人口・活力対策戦略(仮称)J(案)に関連する

主な平成26年度事業(補足資料)

〔件名〕

1.地域振興部関係事業[資料 1J ・・・・・・・・.. . . . . . .. P. 1 

2.福祉保健部関係事業[資料2J ・・・・・・・・・・・・て・・・・ P. 9 

3.商工労働部関係事業[資料 3J ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. 1 1 

4.県土整備部関係事業[資料4J ・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. 15 

5.教育委員会関係事業[資料5J ・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. 1 7 

未来づくり推進局



資料1

J .地域振興部関係.事業



r、3

鳥取県では中山間地域等において生活する人々が安心して暮らし、地域が活性化するための取組を支援しています。

|1 買い物支援事業 | 
(①仕組みづくり支援 ⑮ ) 

買い物支援取組検討や福祉医療分野との連携等システムづくりにか
かる経費助成(会議費、視察費、研修費等)

[②移動販売車等導入支援 ) 

移動販売、宅配サービス、空き庖舗利用等食料、日用品を供給する取
組に要する経費助成(庖舗購入・改装、車両購入・リース、その他機器
等)

(③移動販売車運営費助成⑮)

移動販売車の運営に要する経費助成(燃料費、車
検代、修理費、備品購入費)

|2安心して暮らす生活環境づくり支援事業 | 
豪雪など自然の猛威から生活を守るための事前の取組に要す
る経費助成(雪囲い、除雪J防災計画作成等)

[地域活問ゆ岳) 鳥取県地域振興部とっとり暮らし支援課
電話0857-26ー 7129

集落を越えた広域単位の運営組織を設置し、課題解決のため
に要する経費助成(会議費、調査費、研修会費、試行経費等)

伝統文化伝承、景観・環境保全、都市との交流、地域産業の発掘

発展等に要する経費助成(行事開催、交流施設、小型農機具整備
等)

地域資源を活用した特産品づくりのための検討、準備、製造・販
売施設、農家レストラン、宿泊施設等の整備、配食サービス、安
否確認、墓参り代行等のビジネス取組に要する経費助成

地域の遊休施設を活用して、住民の交流施設や地域レストラン、
農産物加工施設等新たな地域コミュニティを図る取組に要する経
費助成(施設改修経費、備品、イベント経費等)

地域コミュニティの活性化を図るため、新たな取組を開始するために必要な経費を助成
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活性化のための自発的な議論が行われていない集
落が少なからず存在している。
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~ 
能動的な集落点検の実施と話し合いの促進
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集落点検シート 000町・・協議会・・集落

集落の人口が大幅に減少している。

21後継者の不足など、集落の将来について不安が増している。

3 |集落のリーダーとなる人材が減少している。

4|集落を支援してくれる外部の組織や人材との繋がりが広がらない。

s |役場や小学校など、公的なサービスを受けるのが菌難になっている。

6|病院や診療所に通知が不便にわてきている。

ワ|食品や日用品の買い物が不便になってきている。

81外出する際の交通手段(パス、電車など)が不便になってきている。

9|農林漁業など地域の中心となる産業掛けるのが難しくなっている。

101集落やその掴辺で、若者の働く場所が減少している。

11 1高齢者や女性が参加できる特産品づくりなどの活動が広がらない。

121地域の資源を行かした観光など、地域外との交流が広がらない。

131空き家が増加している。

141耕作放棄地や荒れた山林が増加している。

151集落の景観が悪化している。

161自然災害の被害を受ける危険性が拡大している。

1ワ|集落が集まって話し合う場が減少している。

181道路や水路などを、共同で利用・管理することが難しくなってきているe

191祭りや冠婚葬祭なとを、協力して行うことが難しくなってきている。

20 I多くの住民の聞で集落の将来への希望が薄れ、閉そく感が広ってる。

作
仇
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女恒男罵伝jE型連71算1型空空宇若草野鰐lL一 一
⑨再就職や起業など女性のチャレンジを廠援する
②生きがいを揚って働き続けられる鳥取県を目指す

平成26年鹿当初予算事業費:絢30億円

〉鈎16笛同

|園女性の働きたいを応援 . 
O[新】女性の創業応銀事業(2百万円) 0【毎】とっとり女性カ活用パッケージ事業(6百万円〉
・女性のための創業ファーストステップセミナーの開催 ・女性経営者等と女性の活躍促進に向け取組検討

。起業創業チャレンジ露合支橿事業(71百万円〉 幽女性の活躍事例等の発信
・創業支援セン事ーでの起業アドバイス 、 ・女性の再チャレンジ、キャリアアップセミナーの開催等
・ビジネスプランコンテストの開催 O[新】女性の草案支墨モデル事寒【経潰対策](27百万円〉
・起業創業チャレンジ補助金等 ・女性の就職支援、育休・産休代替職員の派遣

。みんなで支え合ラ中山岡地域づ〈り支撮事業(43百万円)0若年者草案支援事業(77百万円〉
・中山岡地域におけるコミュニティビジネスの支援等 ・若年者の就膿促進や就職後の職場定着の支援等

〉鈎14笹岡

|・女性の参画促進 | 
O[続】将来の建霞産寒担い手育成支橿事業(2冨万円〉
幽土木イメージアップシンポジウムの開催等

。とっとり発 !6次産業化総合支盛事業(63百万円〉
.農家が取り組む6次産業化への支援

。とっとり発lアグリス書ート研修事業(86百万円〉
.就農希望者の支援

等

-ワーク ・ライフ・バランスの推進 . 

O[新】子育てしやすい企業支援事業何百万円〉
.男性の子育てしやすい企業支援奨励金の支給
・子育てしやすい企業の取組検討 等

O[新】とっとり女性カ活用パッケージ事業(5a万円}
.経営者等へのトップセミナーの開催
・男性の家庭進出を推進する講座の開催
幽ワーク・ライフ・バランスを推進する情報発信 等

0男女共同参画推進企象認定事業(8百万円) 0職場環槙改善支撮事業(4百万円) - . - .  
-男女がともに働きやすい職場環境づくりに取り組む企業を認定 ・労務管理アドバイザーを事業所へ派遣 -(.~.) (v) 
-社会保険労務士派遣による就業規則ゆ整備支援 ・社内研修等への講師派遣 等 、昨喧Y

O企業との連援による牽鹿自民育推進事業(1百万円) 0男女共同参貰普及啓発事業(6百万円〉 、w"
・家庭教育推進に協力する企業と協定を締結 ・男女共同参画の普及啓発 血融問問阻

E家庭教育1::関する研修等への講師団首遣等」マーーでご?一・男女共同参聞を推進する人材育成及び団体等の活動支援

|・子育て王国とっとりの推進(子育て環境の充実) 目
0放課後児童クラブ設置促進事業(506百万円〉
O窮児"病後児保育普及促進事業(3百万円〉
0地域子育て拠点蝿設等盤情事業f保育所緊急整備事業)(346百万円〉
0認定こども園設置促進事業【22百万円〉
。子育て応援市町材交付金(26百万円} 等
・幼稚園、保育所や市町村が実施する保育事業、ファミリー・サポートMセン告一、放課後児童

クラブ、認定こども園や病児・病後児保育等への助成等
0健やかな妊娠・出産のための応援事業何百万円〉
-安心・安全な妊娠・出産支援や思春期からの妊娠・出産等正しい知識の普及等

。私立幼種園保育担軽減事業補助金(35百万円〉
。鳥取県多子世帯保育所保育斜軽減子育て支援事業(320'百万円〉 等
.子育て家庭の経済的な負担軽減

線 認bt長!.
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2.福雄保健部関係事業
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| 子育てしやすく、住みやすい地域 I 

r子育て王国とっとり』の推進 子育て滞緩諜I

官 製部品2222522V-J-持I
-希譲のかなう結媛、挺娠 l 
及び出援を支援 I 

E覇軍璽露司

ゆ制闘甥

1・安心ーで…
の職業生活と家庭生活の両立
を支援

E一強め地榔んな l
で取り組む子脊てを支援

障理堅仁

繁一…
子嘗て票田とっとり条例で定める . 
r推進していく施襲[JI]こ関連する事業 . 

EIi劉斜~m場頑沼海i議i霊瞳4薩奪回伝言吉選得~1誌樽まま霊主婦・脱届iP.薄墨連釜百基準毛針:述要摩蚕議蝿

安心に満ちた子育てと豊
かな子どもの学びを支援

ー低年齢児等受入保育所保育ま特別配置事業(168，984千円)【再掲】

F病児・病後児保育事業(66，118千円)【再掲】

¥:J11iI放課後児童クラブ設置促進事業(520，344千円)【再掲】

G新}森のようちえん等に対する運営費助成モデル事業(24，861千円))【再掲】

三多子世帯保育所保育料軽減子育て支援事業(320，170千円)【再掲]
h新)中山間地域市町村保育料無償化等モデル事業(43，300千円)【再掲】
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l 資料3

3.商工労働部関係事業
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人口・活力対策戦略(仮称)に関連する平成26年度の主な施策(商工労働部)

義則三組峰崎支援を~~1稿欄
0成長産業の戦略的推進

【医療機器・創薬】

・県内中小企業の医療・介護機器関連製品の試作開発支援、医工連携コーディネーターの配置、

研究会設置による研究開発拠点や人材育成を通じて、県内企業の医療・介護分野への進出を支

援する。

=今 医療・介護ロボッ卜未来戦略事業 25，475千円 (0)
医工連携推進事業 11， 022千円 (0)

-事業化までに多額の研究開発費と長い研究開発期間が必要なバイオ産業関連企業が、必要な資

金を円滑に確保できるよう支援する

=今地域イノベーション戦略ベンチャー支援事業 25，444千円 (25，329千円)

【次世代サービス (BPO、データセンター、コンテンツ産業)

・コンテンツ関連業務及び事務管理業務を行う企業等の立地を促進するため、立地企業等に対し、

人件費、通信料、借室料及び設備機器リース料、また、空きオフィスの改修費の、一部を補助す

る。

=今 コンテンツ・事務管理関連雇用事業 83， 722千円 (93，812，千円)

-コンテンツビジネスに取り組む県内事業者の活動を支援するとともに、情報発信等の強化によ

り県内のコンテンツ産業の活性化、拠点化を推進する。

=今 コンテンツビジネス支援事業 20， 880千円(19，962千円)

【ものづくり基盤産業】

・本県主要製造業の再生を図るため、雇用規模50人以上の製造業で、本県を拠点として、先進

的技術を活用し、新市場の開拓などグローバルに展開する再生プログラムを策定した事業者に

対して、研究開発、人材育成、設備投資等一貫した支援を実施する。

=今県内主要製造業再生支援事業 17，700千円 (0)

-県内のものづくり基盤産業である素形材産業の技術の高度化を図るとともに、海外需要の取り

込みを支援するロ

キ素形材産業高度化総合支援事業 95， 501千円 (65，979千円)

【食品産業】

・産学金官によるコンソーシアムを組織し、食の産業振興に関わる個別テーマの戦略的検討を行

うとともに、農商工連携・衛生管理・食品開発・販路開拓等の関連施策等と一体的な運用を図

ることで、鳥取県版フードバレー形成に向けた県内食品産業の基盤づくりを進める。

キ鳥取フードバレー戦略事業 100，685千円 (101.705千円)

【設備投資】

・鳥取県版経営革新計画の認定を受けた中小・小規模事業者を対象として、経営改善や成長分野

への新事業展開に必要な設備導入を支援する

持経営改善設備投資支援事業 86，200千円 (0)
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【海外展開1
.鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター及び鳥取県東南アジアビューローを設置し、

ロシア及び東南アジア地域での県内企業のビジネス展開等を支援する。

=今 日シアビジネスサポート体制強化事業 26， 071千円 (26，200千円)

鳥取県東南アジアビューロー設置運営事業 9，969千円 (5，000千円)

0最先端の夢ある産業の創造

・ウエアラブル技術に係る産学官のコンソーシアムを設置し、『ウエアラブルデバイス』の県内

企業での活用や新たな市場への参入可能性を検討するため、セミナー形式の勉強会を開催する。

=今 ウェアラブル技術コンソーシアム戦略事業 1. 720千円 (0)

0成長産業や地域資源を活用する企業等の立地促進

・県外企業の鳥取県への企業立地を図るとともに、県内企業の新増設を積極的に支援することに

より、県内での投資を促進し、雇用機会を増やす。

キ企業立地事業補助金 2，738， 694千円 (2，504， 698千円)

O雇用創出に応じた人材育成を推進

・最先端の技術を有するイノベーション型製造人材と海外展開を視野に入れたグローバル型製造

人材の育成を柱とし、総合的な産業人材の育成・強化を図る。

キ ι鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクト事業 711. 960千円 (0)

O“起業をするなら鳥取県"起業・創業を支援

・鳥取発のベンチャー企業に対し、創業前から成長軌道に乗るまでの問、企業の状況に応じた総

合支援を行うとともに、 ICTベンチャ一等県内企業の成長及び新産業倉iJ出を図るため、「オ

ープンデータ」及び「ビッグデータ」活用推進の仕組みを検討する。

=今 起業創業チャレンジ総合支援事業 71，477千円 (78，410千円)

オープンテ'ータ活用ベンチャー支援事業 6， 890千円 (0)

0若者の IJ Uターンによる就業を支援

.uターン就職相談員の配置や大学等に進学した学生の保護者への県内就職情報の送付などによ

りUターン就職を促進する。

キふるさと就職促進事業 12， 941千円 (14，778千円)

戦略…2 瓦己減すも発2動的:tiき掃海る地域主ζ民
0障がい者の雇用の創出と処遇改善

-障がい者雇用の啓発を行うとともに障がい者就業支援体制を強化(特に定着支援)する。

持障がい者就業支援推進事業 28，604千円 (0)

0女性が活躍できる環境づくり

・女性が創業しやすい環境整備の一環色して、女性が創業を考えるきっかけとなるセミナーを開

催する。

時女性の創業応援事業 2，317千円 (0)
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資料4

4.県土整備部関係事業
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インフラ長寿命化計画と国土強靭化地域計画等について

平成26年3月 19日
技術企 画課

今後、県が策定する「国土強靭化地域計画」、「インフラ長寿命化計画(行動計画)J及び「公共施設等総合
管理計画」の概要と各計画の関係等について報告します。

1 各計画の概要
( 1 )国土強靭化地域計画

「防災・減災等に資する国土強靭化基本法J(以下「基本法」という。)が平成25年 12月4日に成立、
同月 11日に公布・施行され、「国土強靭化政策大綱」が同月 17日に決定された。引き続き、国は基本
法に則した「国土強靭化基本計画Jの第l次計画を平成26年5月頃に策定する予定である。この「国土
強靭化基本計画J(国版)を受け、その方針や内容を踏まえながら、本県の実情に合わせた「国土強靭化
地域計画J(県版).を策定する。 【所管:内閣府】
※国土強靭化の定義:事前防災及び減災その他迅速な復旧復興並びに国際競争力の向上に資する「大規模災害等に備え

た国土の全域にわたる強靭な国づくりJ =今 国のリ又クマネジメント

(2 )インフラ長寿命化計画(行動計画)
インフラの老朽化に対応しインフラの戦略的な維持管理・吏新等を推進するため、平成25年 11月2

9日に「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」において「インフラ長寿命化基本計画」
が決定され、各地方公共団体に対して「インフラの長寿命化計画J(以下「行動計画」という。)を定める
とともに、行動計画に基づき、個別施設毎の長寿命化計画の策定について要請がされたところ。

【所管:関係省庁連絡会議】

(3 )公共施設等総合管理計画
財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の再配置を実現するため、平成26年 1月24日に

総務省から各地方公共団体に対して、「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針(案)の概要に
ついて」の事務連絡があり、今後(平成 26 年 3~4 月頃)、「公共施設等総合管理計画」の策定について
要請がある予定である。 【所管:総務省】

2 インフラ長寿命化計画と国土強靭化基本計画等とのスキーム

-行政機能/警察・消防等・住宅・都市

・保健医療・福祉 ・エネルギー

・金融 ・情報通信

・産業構造 ・交通・物流

・農林水産 ・国土保全

-社会資本整備重点計画

.食糧・農業・農村計画

-環境基本計画

・エネルギー基本計画など
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5.教育零員会関係事業

l 資料5

ヲ，
z-



今後の県立高等学校改革の在り方について

平成26年3月19日

高等学校課

1 平成31年度以降の県立高等学校の在り方について

平成 31年度以降も生徒数が大幅に減少することが予想されることから、「次代を担う生徒を育成

するための魅力と活力にあふれる本県高等学校教育のあり方」について、県教育審議会に諮問し、

県人口や生徒数の減少に対応した高校のあり方等について審議しているところ。

諮問内容

次代を担う生徒を育成するための魅力と活力にあふれる本県高等学校教育の在り方について

グローバル化や情報化、少子高齢化がより一層進展するなど社会が大きく変化する中で、生きる力制

育み、時代の要請に応えていく高等学校教育の在り方

県人口や生徒数の減少に対応した高等学校の在り方

君事市別児童生徒数の推移

S.lS6 
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| 時設問後の浦 11 学 級 融 市 学唱の糟 11 判れ舗の誠!

2 平成26年度

。学校等教育分科会を中心に審議を行い、平成 26年度上半期を目途に県教育審議会から答申を

受け、基本方針の作成に着手

0各校での取り組み

.日野高校:地域が配置する魅力化コーディネーターとも連携しながら魅力や活力のある学校づ

くりに努めていく。

・智頭農林高校や岩美高校でも、地域が中心となって高校を支援する動きが出てきており、互い

が連携しながら学校や地域の活性化や魅力づくりに向けて検討を行っているところ。
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【参考①】 地域と連携した高等学校の魅力づくり推進・支援事業(平成25年度事業)

( 1 )概要

中山間地域等の高等学校において〉高等学校と地域等が連携して高校の活性化を図るための

取組を行い、特色や魅力のある高等学校づくりを推進する。

(2)事業内容

①魅力化方策の検討

地域振興や地域活性化策について専門的な知識や豊富な実践や経験を有する者を招へいし、

中山間地域の高校の総合的な魅力化方策について指導助言やアドバイスを受けた。(海士町岩

本悠氏)

②日野高校と地織の未来を考えるフォーラムの開催

先進地から講師、パネリストを招へいし、地域と連携した学校活性化のあり方等についてフ

ォーラムを開催した。

<検討組織>

(3 )地域の支援

II===Jミ辺警盤出需同居司自
l 魅均化方策等lこ係る指導助言 l 
、置盟国=宮田措置==田措置=盟国間措置グ

;J~i.~ 

日野高校の在り方を考える協議会から、「地域と連携した鳥取県立日野高等学校の教育の充演と

発展に関する要望書」が提出されたぶ(平成 26年3月3日 知事、県教育長、県議会議長あて)

圃日野高校魅力化コーディネーターの配置

地域の学校は地域で支える体制づくり、子どもたちが望む学習環境づくり、日野高校の教育の

充実と発展を図るために、日野郡3町が負担して設置する。

【参考②】 平成30年度までの県立高等学校の在り方について

o I今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針(平成 25年度~平成 30年度)J (平成 24年

10月策定)に基づき、具体の検討を行っているところであり、中でも、「地域と連携した教育

の推進」の方針に基づき、地域と連携した高校の魅力や特色づくりの検討を行っている。

「今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針」概要の一部抜粋

3 地域と連携した教育の推進

本県の中山間地域の学校では、生徒数の減少に伴い、入学者が募集定員を満たしていない学校も

あり、このまま学校の小規模化が進めば、将来的に学校の存続が危うくなることも考えられる。こ

のような中、地域が学校と連携して学校の新たな在り方を考えるような動きが出てきている。

島根県では、地域が学校と連携して学校の魅力を高め、県外からの入学者数が増加して学校の活

性化が図られているような事例もある。

このような他県の例も参考にしながら、中山間地域の学校について、地域と連携して魅力や特色

のある学校づくりを推進する。
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3月 19日人口減少社会調査特別委員会資料

日本「住みたい田舎」ベストランキングについて

未来づくり推進局企画課， .ランキングの考え方

「いなか暮らしの本」編集部が選んだ市町村に対して独自に実施したアンケート結果を基にランキン

グしたもの。自然が豊か、移住者を歓迎している、子育てのしやすさなど、 7ジャンル70項目の質問

を設けて、各ジャンルがそれぞれ 10点で、合計70点満点で算出。 7ジャンルの総合得点を評価する

「総合ランキング」と、各ジャンルごとに得点を評価する「部門別ランキング」がある。

[7ジャンJレ]
①自然環境、②移住者歓迎度、③移住者支援制度の充実度、④子育てのしやすさ、

⑤老後の医療介護体制、⑥日常生活、⑦交通の便利さ

2 対象市町村

第一回:2 0 1 3年2月号発表 94市町村

第二回 :2014年2月号発表 137市町村

※第一回、第二回とも県内市町村は、鳥取市、倉吉市、岩美町、若桜町、智頭町、琴浦町の 6市町。

3 .総合ランキング結果

【第一回】

順位 市町村名

1イ立 大分県豊後高田市

2位 鳥取県鳥取市

3位 鳥取県倉吉市

4イ立 大分県宇佐市

5位 佐賀県武雄市

6位 岐阜県郡上市

6位 大分県竹田市

8位 群馬県桐生市

8位 千葉県館山市

8位 二重県津市

合計 評価内容

得点 (0数字は上記の7ジャンルを指す)

62点 1 0点.③⑤、 9点:⑥⑦、 8点:①②④

6 1点 1 0点:①②沼週、 9点:⑤、 7点:⑦、 5点t④

57点 1 0点:③⑤⑥、 8点:①、 7点:(i油、 5点:②

56点 1 0点:⑤、 9点:<D<QX1)、 7点:③、 6点②④

S 3 J#. 1 0点:⑤⑦、 8点:③、 7点:①⑥、 6点②、 5点:④

52良 1 0点:⑤、 9点:①⑥、 8点:③④、 4点.②⑦

52点 1 0点:⑤、 9点:⑥、 8点③、 7点:①②⑦、 4点:④

5 1点 1 0点:⑤、 B点:④⑥、 7点:①⑦、 6点:③、 5点:②

5 1点 1 0点:⑤、 8点:③⑥⑦、 7点・迂②、 3点:④

5 1点 9点①③⑤、 8点:(号、 7点:⑥、 5点:⑦、 4点:④

8位 高知県四万十町 5 1点 1 0点:⑤、 9点:⑤、 8点:①、 7点・④、 6点:③⑦、 5点.②

【第二回】

順位 市町村名 合計 評価内容

得点 (0数字は上記の7ジャンルを指す)

1位 大分県宇佐市 6 1点 1 0点:③⑥⑦、 9点:⑤、 8点:(号、 7点①④

2位 佐賀県武雄市 58点 1 0点:⑦、 9点.③⑤⑤、 8点:①、 7点②、 6点:④

3位 大分県竹田市 5 6点 1 0 点:③~⑤、 8 点⑦、 7 点: (号、 6点①、 5点:④

3イ立 大分県豊後高田市 5 6点 1 0点:③⑤、 9点:⑤、 8点:②⑦、 6点:④、 5点:①

5位 鳥取県倉吉市 55点 1 0点:(a週、 9点:⑤、 7点:迂油、 6点:(iゆ

5位 長野県大町市 5 5点 1 0点:③⑥、 9点:②⑤、 6点:①④、 5点:⑦
、，

5位 岐阜県郡上市 5 5点 1 0 点:③~⑤、 8 点②、】6 点:①④、 5 点:⑦

8位 鳥取県鳥取市 54点 1 0点:(a喝、 9点:⑤、 7点:包喝、 6点:⑦、ー 5点:④

8位 千葉県館山市 54点 1 0点:⑤、 9点:⑥、 8点:②⑦、 7点:③、 6点:①④

10位 岐阜県両山市 53点 9点:③⑤⑤、 8点:①④、 7点:②、 3点.⑦

出典:胸宝島社「いなか暮らしの本 2 0 1 3年2月号Jrいなか暮らしの本 2014年2月号」


